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５．おわりに 

 

 

１．はじめに 

 司法手続におけるデジタル化については、民事裁判手続で、令和４年５月に成立した「民

事訴訟法等の一部を改正する法律1」により全面的にデジタル化され、インターネットを利

 
1 令和４年法律第 48 号 
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用した申立て等の実現、期日におけるウェブ会議等の活用、判決等の事件記録の電子化等

が法定化された。さらに、令和５年６月に成立した「民事関係手続等における情報通信技

術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関する法律2」により、民事執行、破産手

続、家事事件等のデジタル化も法定化された。 

一方、刑事訴訟法（昭和23年法律第131号。以下「刑訴法」という。）において、書類の

管理については、捜査手続の過程で作成された書類は証拠として紙媒体で管理され、それ

らをまとめた記録は警察から検察官に送致される。また、公判期日において証拠調べが行

われ、被告事件が終結した後に、当該被告事件の訴訟記録が閲覧の対象として紙媒体で保

存される。ビデオリンク方式については、例外的に証人尋問について行うことができるに

とどまり、捜査段階では、検察官、弁護人及び裁判官が、被疑者などと対面して手続が行

われ、公判段階においても、裁判官、検察官、弁護人及び被告人の公判廷への出席・出頭

や被害者参加人の参加は、法廷という場所に臨場して対面で手続が行われている。 

上記の状況を踏まえ、法務省の「刑事手続における情報通信技術の活用に関する検討会」

及び法制審議会「刑事法（情報通信技術関係）部会」（以下「部会」という。）の議論を経

て、近年における情報通信技術の進展及び普及の状況等に鑑み、刑事手続等に関与する国

民の負担軽減並びに手続の円滑化及び迅速化に資するため、手続において取り扱う書類に

ついて電磁的記録としての作成等及び電子情報処理組織を使用する方法等による発受並び

に対面で行われる手続について映像と音声の送受信により行うことに関する規定を整備す

るとともに、電磁的記録をもって作成される文書に対する信頼を害する行為等についての

処罰規定の整備、犯罪収益の新たな没収の裁判の執行等の手続の整備、犯罪捜査のための

通信傍受の対象事件の範囲の拡大等の措置を講ずるため、令和７年２月28日（第217回国会）

に「情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正する法律案」が国

会に提出され、５月16日に成立した3。 

本稿では、同法案の提出の経緯、概要、主な国会論議を整理紹介する。 

 

２．経緯 

（１）提出の経緯 

法務省は、「刑事手続における情報通信技術の活用に関する検討会」を令和３年３月から

11 回開催し、令和４年３月に「「刑事手続における情報通信技術の活用に関する検討会」

取りまとめ報告書」（以下「検討会報告書」という。）が取りまとめられた。 

上記検討会報告書、規制改革実施計画（令和４年６月７日閣議決定）の司法手続におけ

るデジタル化の推進等の政府の基本方針・実施計画等に基づき、令和４年６月 27 日、近年

の情報通信技術の進展及び社会への普及を踏まえ、刑事手続においても情報通信技術を活

用することにより、手続に関与する国民の負担軽減や円滑・迅速な手続の実現を図ること

や、情報通信技術の活用を妨げる行為のほか、情報通信技術の進展等に伴って生じる事象

に対処できるようにすることが必要であるとの観点から、刑事法の整備の在り方について

 
2 令和５年法律第 53 号 
3 令和７年法律第 39 号 
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法制審議会での審議を求めるべく、法務大臣から「情報通信技術の進展等に対応するため

の刑事法の整備に関する諮問」（諮問第 122 号）4がなされ、この諮問について審議するた

め設置された部会において検討が開始された。 

部会においては、15 回にわたって調査審議が行われた結果、令和５年 12 月 18 日、「要

綱（骨子）案」が取りまとめられ、法制審議会の総会に報告することが決定された。令和

６年２月 15 日の総会では、部会において決定された「要綱（骨子）案」に関する審議結果

等の報告が行われ、審議・採決の結果、賛成多数で原案どおり採択され、同日、「要綱（骨

子）」が法制審議会会長から法務大臣に答申された。 

 

（２）国会における審議経過等 

令和７年２月 28 日（第 217 回国会）、政府は、法制審議会の答申を踏まえ、「情報通信技

術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正する法律案」（閣法第 30 号）を衆

議院に提出した。 

衆議院においては、本会議で３月 27 日に趣旨説明聴取及び質疑が行われ、同日、法務委

員会に付託された。法務委員会では、３月 28 日に趣旨説明が聴取され、４月１日から質疑

に入り、４月４日に参考人からの意見聴取及び質疑が行われた。４月 18 日、与野党の５会

派から修正案が提出され、同修正案の趣旨説明を聴取した上で、原案及び修正案の両案に

ついて、質疑の後討論及び採決が行われた。修正案及び修正部分を除いた原案がいずれも

賛成多数で可決されるとともに、11 項目の附帯決議が付された。また、同日、本会議にお

いて賛成多数で修正議決され、参議院へ送付された。 

参議院においては、本会議で４月 23 日に趣旨説明聴取及び質疑が行われ、同日、法務委

員会に付託された。法務委員会では、４月 24 日に趣旨説明が聴取され、同日から質疑に入

り、５月８日に参考人からの意見聴取及び質疑が行われた。５月 15 日、討論及び採決が行

われ、賛成多数で可決されるとともに、16 項目の附帯決議が付された。５月 16 日、本会

議において賛成多数で可決され、成立した。  

５月 23 日、「情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正する法

律」が公布された 3。 

 

３．法律の概要 

 本法の概要は、以下記載のとおりである。 

○電磁的記録をもって書類の作成等をすることを可能にするための規定の整備 

 
4 諮問は以下のとおり。 

「 近年における情報通信技術の進展及び普及の状況等に鑑み、左記の事項に関して刑事法の見直しをする

必要があると思われるので、その法整備の在り方について、御意見を承りたい。 

     記 

一 刑事手続において取り扱う書類について、電子的方法により作成・管理・利用するとともに、オンラ

インにより発受すること。 

二 刑事手続において対面で行われる捜査・公判等の手続について、映像・音声の送受信により行うこと。 

三 一及び二の実施を妨げる行為その他情報通信技術の進展等に伴って生じる事象に対処できるように

すること。                                         」 
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・ 電磁的記録である証拠の閲覧・謄写の方法を定める。 

・ 裁判所に対する申立て等について、電子情報処理組織を使用する方法等によること

を可能にする。 

・ 令状について、電磁的記録による発付・執行を可能にする。 

・ 記録命令付差押えを廃止して、電磁的記録提供命令を創設する。 

○ビデオリンク方式の一層の活用を可能にするための規定の整備 

・ 勾留質問及び検察官による弁解録取について、被疑者等を刑事施設に在席させてビ

デオリンク方式により行う場合の手続等を定める。 

・ 公判期日における手続について、被告人等を公判廷以外の場所に在席させてビデオ

リンク方式により行うことを可能にする。 

・ ビデオリンク方式により証人尋問等を実施することができる範囲を拡充する。 

○情報通信技術の進展等に伴う犯罪事象に適切に対処するための規定の整備 

・ 行使の目的で電磁的記録文書等を偽造する行為等について処罰規定を整備する。 

・ 電子情報処理組織を用いて移転する新たな形態の財産について没収の裁判の執行及

び没収保全の手続を整備する。 

・ 犯罪捜査のための通信傍受の対象犯罪に財産上の利益を客体とする強盗罪等を追加

する。 

○この法律は、一部の規定を除き、令和９年３月31日までの政令で定める日から施行す

る。 

 なお、本法については、衆議院における法案審議の過程で、電磁的記録提供命令を受け

たこと等を漏らしてはならない旨の命令における期間の定め、電磁的記録提供命令等にお

ける留意事項、被告人等と弁護人等との間における映像等の送受信による通話に係る取組

の推進等の規定を追加する修正が行われた。 

 

４．主な国会論議 

（１）電磁的記録提供命令 

ア 総論 

（ア）改正の概要 

 本法は、裁判所による電磁的記録提供命令について定めた上で、捜査機関が同命令を

することができること及びそのための要件を定めている。 

 裁判所は、必要があるときは、電磁的記録の保管者に対して、電磁的記録を記録媒体

に記録させ若しくは移転させて当該記録媒体を提出させる方法又は電気通信回線を通じ

て電磁的記録を当該命令をする者の管理に係る記録媒体に記録させ若しくは移転させる

方法により、必要な電磁的記録を提供することを命ずる命令、すなわち、電磁的記録提

供命令をすることができることとされている。また、電磁的記録の利用者に対しては、

電磁的記録を記録媒体に記録させる方法により、同命令をすることができることとされ
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ている（新刑訴法第 102 条の２第１項5）。 

 電磁的記録提供命令は、提供させるべき電磁的記録及び提供の方法を指定してするこ

ととされている（新刑訴法第 102 条の２第２項）。 

捜査機関は、犯罪の捜査をするについて必要があるときは、裁判官の発する令状によ

り、裁判所による電磁的記録提供命令と同様の命令をして電磁的記録を提供させること

ができることとされている（新刑訴法第 218 条第１項）。また、捜査機関が電磁的記録提

供命令を行う際に、裁判官の発する令状に記載すべき事項が定められている（新刑訴法

第 219 条第１項）。 

さらに、捜査機関が、裁判官の許可を受けて、電磁的記録提供命令を受ける者に対し

て、みだりに当該電磁的記録提供命令を受けたこと等を漏らさないように命ずることが

できる、いわゆる「秘密保持命令」について定めている（新刑訴法第 218 条第３項）。な

お、秘密保持命令は、必要がなくなったときは、捜査機関自ら又は当該命令を受けた者

の請求により取り消さなければならないこととされている（新刑訴法第 218 条第８項）。 

加えて、実効性確保のため、電磁的記録提供命令及び秘密保持命令の違反行為につい

て罰則が定められている（新刑訴法第 124 条の２及び第 222 条の２6）。 

なお、記録命令付差押えは、これを実質的に包含する電磁的記録提供命令の創設に伴

い廃止されることとなった。 

（イ）国会における主な議論 

  ａ 電磁的記録提供命令創設の必要性 

新刑訴法第218条第１項において規定された、捜査機関による電磁的記録提供命令

を創設する必要性について質疑があった。 

これについて法務省は、「捜査関係事項照会については、裁判官の令状に基づく強制

処分ではなく、報告を求められた公務所、団体に対して直接的に強制する方法がない

ことから、相手方の協力が得られない場合は捜査目的を達成することが困難である。」、

「現行の差押えあるいは記録命令付差押えのいずれについても処分者が被処分者の下

に赴いて記録媒体を差し押さえる必要があるため、処分者側、被処分者側その双方に

相応の負担が生じている上、電磁的記録がクラウドサーバーに保存されている場合な

ど、実務上記録媒体の差押えが困難な場合もある。こうした事情に対応するために記

録命令付差押えを廃止し、電磁的記録提供命令を創設することとした。」旨の答弁を

行った7。 

ｂ 電磁的記録提供命令における「提供させるべき電磁的記録」の特定の程度 

   新刑訴法第219条第１項において、捜査機関が裁判所に電磁的記録提供命令の令状

を請求するに当たり、「提供させるべき電磁的記録」の特定の程度について質疑があっ 

た。 

これについて法務省は、「裁判官が発する電磁的記録提供命令の令状に提供させる

 
5 本稿では、本法による改正後の法律の規定について、例えば「新刑訴法第○条」と表記する。 
6 １年以下の拘禁刑又は 300 万円以下の罰金。両罰規定もある。 
7 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第９号１頁（令 7.5.15） 
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べき電磁的記録等を具体的に特定して記載、記録することとし、捜査機関が提供を命

じることができる電磁的記録は、制度上、裁判官が被疑事件等との関連性を認めて令

状に記載、記録したものに限定される。」8、「捜査機関は、電磁的記録提供命令によっ

て、クラウドサーバーに保管された個人の電磁的記録のうち、特定の被疑事件と関連

性のないものまで取得するようなことはできない。」9、「被処分者に電磁的記録の提供

を命ずる処分の性質上、被処分者において何を提供すればよいか判断できるようにす

るため、提供させるべき電磁的記録が現行の差押えにおける差し押さえるべきものに

比べてより具体的に特定されることになる。」10旨の答弁を行った。 

 なお、衆議院法務委員会において、電磁的記録提供命令制度の運用に当たっては、

対象となる電磁的記録について、できる限り特定して令状の請求が行われること、犯

罪事実と関連性のない個人情報ができる限り収集されることのないように適切に令状

審査が行われるよう、制度の内容及び趣旨を関係者へ周知すること、収集された情報

が個人の重要なプライバシー情報等を含み得ることに十分留意し、定められた規定に

基づく消去を含め、適正かつ厳重な管理を行うことについて附帯決議が付された11と

ころ、参議院法務委員会では上記に加え、対象となる電磁的記録について犯罪事実と

の関連性が認められるものを具体的に特定すること、電磁的記録の特性に着目した個

人情報保護を適切に行うための情報の保管及び管理の在り方を検討することとする附

帯決議が付された12。 

ｃ 秘密保持命令が創設された趣旨 

いわゆる秘密保持命令を創設した趣旨について複数の質疑があった。 

これについて法務省は、「秘密保持命令は、電磁的記録提供命令の被処分者として捜

査に協力的でない者等が命令を受けたことや命令により電磁的記録を提供したことな

どを犯人等に伝えることで、犯人等が罪証隠滅行為や逃亡に及ぶおそれがあることに

鑑み、捜査に重大な支障が生じることを防止するために創設するものである。」、「捜査

機関は、必要があるときは、裁判官の許可を受けて、電磁的記録提供命令を受ける者

に対し、１年を超えない期間を定めて、みだりに命令を受けたことなどを漏らしては

ならない旨を命ずることができ、その実効性を担保するため、当該命令に違反する行

為について罰則を設けることとする。」旨の答弁を行った13。 

ｄ 電磁的記録提供命令と自己負罪拒否特権との関係 

 被疑者や被告人に対して電磁的記録提供命令を発令し、自己に不利益な電磁的記録

を提供させることは、当該電磁的記録にパスワード等が設定されている場合にパス

ワードの供述を強要させるおそれがあり、憲法第38条第１項に規定する自己負罪拒否

 
8 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第９号 13～14 頁（令 7.5.15） 
9 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 22 頁（令 7.4.24） 
10 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第９号 13～14 頁（令 7.5.15） 
11 衆議院における、情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正する法律案に対する附

帯決議項目３参照（以下において、衆議院の附帯決議の項目を「衆・附帯項目」と、参議院の附帯決議の項

目を「参・附帯項目」とそれぞれ表記する。） 
12 参・附帯項目４参照 
13 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 23 頁（令 7.4.24） 
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特権を侵害する懸念があることについての質疑が複数あった。 

 これについて法務大臣は、「電磁的記録提供命令は、条文上、必要な電磁的記録を提

供することを命ずる命令と規定しており、既に存在している電磁的記録の提供を命ず

るものであって、供述を求めるものではないことから、自己に不利な内容が含まれる

電磁的記録の提供を命ずる場合も含めて、自己負罪拒否特権と抵触するものではな

い。」、「実際に捜査当局において電磁的記録提供命令をするに当たっては、この命令が

自己に不利益な内容の供述を強要するものではないことを含む制度内容の正しい理解

を前提としながら、必要に応じて供述を強要するものではないこと、不服申立てがで

きることを相手方に伝える、示すことを通じて、その権利を不当に侵害することがな

いような適正な運用が必要である。」旨の答弁を行った14。 

 なお、衆議院法務委員会において、電磁的記録を提供するに当たっては、必要に応

じ、自己の意思に反して供述することを命ずるものではないこと及び当該命令に対し

て不服申立てができることを教示することとする附帯決議が付された15ところ、参議

院法務委員会では上記に加え、誤解を与えるなどして憲法上保障された自己負罪拒否

特権を実質的に侵害することとならないよう、適切に対処するよう周知することとす

る附帯決議が付された16。 

 

イ 不服申立て 

（ア）改正の概要 

本法は、電磁的記録提供命令及び電磁的記録が記録された記録媒体の提供命令の取消

し・変更を求めて抗告・準抗告ができることを定めている（新刑訴法第420条第２項、第

429条第１項、第430条第１項等）。 

（イ）国会における主な議論 

  ａ 不服申立てをすることができる者の範囲 

   サーバーの管理者に対する電磁的記録提供命令に対し、そのサーバーにあるユー

ザーが保存していた電子データが提供された場合、当該ユーザーは不服申立てが可能

かについて質疑がされた。 

   これについて法務省は、「捜査機関の処分に対するいわゆる準抗告について定める

刑事訴訟法430条においては、不服申立てをすることができる者について「処分に不服

がある者」と規定しており、現行の押収について直接の被押収者ではなくても、押収

物について正当な利益、権限を有する者は準抗告を申立てすることができる。」17、「不

服申立てをする権利というのは、正当な権利を有する人には認められるということに

なるから、被処分者にあるとともに、被処分者以外にも、その情報に関係する、例え

ば所有者、賃貸人とか、いろいろな人が不服申立てをし得るということになる。」18、

 
14 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 10 頁（令 7.4.24） 
15 衆・附帯項目４参照 
16 参・附帯項目５参照 
17 第 217 回国会衆議院法務委員会議録第７号４頁（令 7.4.1） 
18 第 217 回国会衆議院法務委員会議録第９号９頁（令 7.4.9） 
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「捜査機関の電磁的記録提供命令に対して不服申立てができる者の範囲について、個

別の事案ごとに具体的な事実関係を踏まえて判断される事柄であるものの、「被処分

者が管理しているサーバーに命令の対象となる電磁的記録を記録している者」（以下

「情報主体」という。）については、不服申立ての主体になり得る。」旨の答弁を行っ

た19。 

  ｂ 不服申立てにより電磁的記録提供命令が取り消された場合に、既に収集された電 

磁的記録の取扱い 

電磁的記録提供命令に基づく処分に対して不服申立てがされ、その不服申立てが認

められて処分が取り消された場合の、既に収集している電磁的記録の取扱いについて

複数の質疑がされた。 

 これについて法務省は、「現行刑事訴訟法の下では、捜査機関が証拠を押収した場合

に、その押収処分が事後的に取り消されたとしても、当該証拠の複製等を廃棄、消去

とすることとはされていない。」、「最高裁判例によっても、令状主義の精神を没却する

ような重大な違法があり、証拠として許容することが将来における違法捜査の抑制の

見地から相当でないと認められる場合に証拠能力が否定されるという取扱いが確立し

ており、こうした我が国の刑事法の考え方に照らすと、電磁的記録提供命令が取り消

された場合であっても、それによって得られた電磁的記録が直ちに消去されるような

運用にはならない。」旨の答弁を行った20。 

   なお、参議院法務委員会では、電磁的記録提供命令又は電磁的記録媒体の押収が取

り消されたときは、捜査機関において当該電磁的記録に含まれる情報が不適正に利用

されることのないよう、特に留意することとする附帯決議が付された21。 

  ｃ 秘密保持命令が情報主体による電磁的記録提供命令に対する不服申立ての機会を

不当に制約するおそれ 

   秘密保持命令が発令されることによって、捜査機関に対して提供された電子データ

の情報主体において、電磁的記録提供命令が発令されたことや当該命令に基づいて電

磁的記録が提供されたことを知る機会が奪われ、不服申立てをする機会が不当に制約

されるのではないかとの質疑がされた。 

  これについて法務省は、「秘密保持命令は、情報主体、すなわち電磁的記録提供命    

令により提供された電磁的記録に係る個人情報等の主体において、電磁的記録提供命 

令により電磁的記録が提供されたことを知った場合に、不服申立て自体を制限するも

のではなく、捜査の必要性と関係者に及ぼす影響の双方を考慮して制度設計をしてお

り、電磁的記録提供命令に関する不服申立ての権利を不当に制約するものではない。」

旨の答弁を行った22。 

 

 
19 第 217 回国会衆議院法務委員会議録第７号４頁（令 7.4.1） 
20 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号６頁（令 7.4.24） 
21 参・附帯項目７参照 
22 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 23 頁（令 7.4.24） 
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（２）電子データである証拠の閲覧・謄写 

（ア）改正の概要 

  本法は、裁判所における電磁的記録である訴訟に関する書類及び証拠物について、弁

護人による閲覧及び謄写の方法を定めている。 

  弁護人は、公訴の提起後において、訴訟に関する書類又は証拠物の全部又は一部が電

磁的記録であるときは、当該電磁的記録の閲覧は、その内容を表示したものを閲覧し、

又はその内容を再生したものを視聴する方法によることとし、当該電磁的記録の謄写に

ついては、複写若しくは印刷、又はその内容を表示し若しくは再生したものを記載し若

しくは記録する方法によることを定めている（新刑訴法第40条第１項）。 

  電磁的記録を複写する方法及び訴訟に関する書類又は証拠物を電磁的記録として記録

する方法により謄写する場合には、裁判長の許可が必要であることを定めている（新刑

訴法第40条第２項）。 

  弁護人は、公訴の提起後において、訴訟に関する書類又は証拠物が裁判所の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録されている場合においては、裁判長の許可を

受けて、電磁的方法（電子情報処理組織（裁判所の使用に係る電子計算機と弁護人の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって裁判所の規則で定めるものをい

う。）によって閲覧又は謄写ができることを定めている（新刑訴法第40条の２第１項）。 

（イ）国会における主な議論 

  ａ 証拠書類の電子データ化により生じる事件関係者のメリット 

   本法によって生じる捜査機関の利便性向上と、被疑者や被告人の防御上のメリット

に関する質疑があった。 

   これについて法務大臣は、「証拠書類の電磁記録化によって、弁護人が電磁的記録で 

ある証拠書類を裁判所や検察庁においてコピーする手間なく謄写することや、オンラ

インによる閲覧、謄写を可能とし、身体拘束に対する不服申立て等をオンラインによ

り迅速に行うことを可能としたこと等を通じ、被疑者、被告人、弁護人側の防御上の

負担を大幅に軽減することが期待される。」旨の答弁を行った23。 

 なお、衆議院法務委員会及び参議院法務委員会において、検察官が弁護人に対して

証拠書類等の閲覧・謄写の機会を付与するに当たっては、関係者のプライバシー等を

保護しつつ、弁護人の利便性の向上を図る観点から、弁護人の要望を踏まえつつ、で

きる限り、オンラインによる電磁的記録の閲覧・謄写の方法によることを可能とする

とともに、電磁的記録については複写による謄写の方法を認めるよう留意することと

する附帯決議がそれぞれ付された24。 

  ｂ 身柄拘束されている被告人等に対する電磁的記録の閲覧等の権利化の要否 

   身体拘束を受けている被告人等の防御権として、電磁的記録の授受、閲覧を権利と

して認め、そのための設備の整備を進めるべきではないかといった質疑が複数あった。 

 
23 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 21 頁（令 7.4.24） 
24 衆・附帯項目６及び参・附帯項目８を各参照 
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   これについて法務省は、「電磁的記録の授受や閲覧に用いる機器について被告人等

が破壊するなどして自傷他害行為に用いる可能性があるほか、不適正な通信等の防止

のための設備が必要となること、電磁的記録の検査のために刑事施設等の業務全般が

圧迫されかねないなどの問題点が指摘されるなどの法制審議会の議論を踏まえ、現在

権利として位置付けることはしていない。」、「弁護人等から身体拘束中の被告人等に

対し電磁的記録である証拠書類を記録した記録媒体が送付され、それが刑事裁判の遂

行上必要不可欠と認められる場合などにおいて、被告人等による自傷他害行為のおそ

れを含む施設の規律及び秩序の維持や管理運営上の支障について、個別具体的な事情

を踏まえて慎重に検討の上、支障の程度が小さいと考えられるときには、裁量的にそ

の閲覧を一時的に認める余地はある。」旨の答弁を行った25。 

 

（３）ビデオリンク方式による捜査・公判手続等 

（ア）改正の概要 

  本法は、ビデオリンク方式を利用した捜査手続及び公判手続に関し、必要な規定の整

備を定めている。 

  裁判所は、刑事施設に収容されている被告人等を裁判所に在席させて勾留質問の手続

を行うことが困難な事情がある場合、ビデオリンク方式により当該手続を行うことがで

き、その場合、あらかじめ、その旨を被告人等に告げる必要があることを定めている（新

刑訴法第61条第２項、刑訴法第207条）。 

  検察官は、刑事施設に被疑者を在席させ、ビデオリンク方式により弁解録取を行う場

合には、あらかじめ、被疑者に対して、弁解の機会を与える旨を告知する必要があるこ

とを定めている（新刑訴法第205条第２項）。 

  一定の要件を満たした場合、被告人及び弁護人を裁判所外の場所に在席させ、ビデオ

リンク方式を利用した公判手続を行うことができ、その場合には被告人及び弁護人が公

判期日に出頭したものとみなすことを定めている（新刑訴法第286条の３第１項及び第

２項並びに第288条の２）。 

  裁判所が、公判期日における手続において、被害者参加人等から申出があり、相当と

認めるときは、ビデオリンク方式を利用して、裁判を行っている法廷以外の場所に被害

者参加人等を在席させて手続を行うことができ、その場合には被害者参加人等が公判期

日に出席したものとみなすことを定めている（新刑訴法第316条の34第５項）。 

  ビデオリンク方式を利用した公判前整理手続期日への検察官、弁護人及び被告人の出

頭、裁判官（裁判長を除く。）の出席に関する要件を定めている（新刑訴法第316条の７

第２項及び第３項並びに第316条の９第４項）。 

  一定の状況が存在し、裁判所が相当と認めるとき、検察官及び弁護人又は被告人の意

見を聴き、裁判を行っている裁判所以外の場所に証人を在席させてビデオリンク方式を

利用した証人尋問を可能とすることを定めている（新刑訴法第157条の６第２項及び第

 
25 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第９号 10 頁（令 7.5.15） 
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３項）。 

裁判員等選任手続期日において、裁判所が相当と認めるときは、同期日を行う裁判所

の同一構内又は裁判所が適当と認める同一構内以外の場所に被告人、裁判員候補者の全

部又は一部を在席させて、ビデオリンク方式を利用した手続を可能とすることを定めて

いる（新裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第32条第３項及び第33条第４項）。 

（イ）国会における主な議論 

  ａ ビデオリンク方式を利用した勾留質問 

   捜査機関が被疑者等の勾留を請求した場合に裁判官の面前に被疑者等を連れて質問

を行う意義と、ビデオリンク方式を利用した勾留質問との関係について質疑があった。 

 これについて法務省は、「勾留質問は、裁判官が被疑者等を勾留するか否かを判断す

るに当たり、被疑者等から直接被疑事件に関する陳述を聴取する機会であり、その聴

取については、裁判官等が他の機関とは別個独立の中立的な立場にあることが明らか

になる形で行うことが望ましく、現行法の下でも原則として裁判所内で行うべきもの

と考えられており、今後もその原則は変わらない。」、「裁判所に在席させて当該手続を

することが困難な事情がある場合という限定を付しており、例えば被疑者等が感染  

力の高い感染症に罹患している場合や、災害等によって被疑者等の収容場所と裁判所

との間の交通が一時的に途絶した場合など、目の前に連れて行くのが困難だが事情が

聞けるといった特別な場合、困難な場合に限って今後運用されていくということを想

定している。」旨の答弁を行った26。 

 なお、参議院法務委員会において、検察官が行うビデオリンク方式による弁解録取

は、被疑者が威圧され本人の意思に反する供述がされることのないように当該事件の

捜査に従事する司法警察職員の影響を遮断して行われるよう配慮し、ビデオリンク方

式による勾留質問は、被疑者及び被告人が威圧により本人の意思に反する供述がされ

ることのないように捜査機関の影響を遮断して行われるよう配慮することとする附帯

決議が付された27。 

  ｂ ビデオリンク方式を利用した証人尋問における心証形成への影響 

   証人に対する尋問を裁判官や裁判員がいる公判廷の対面で行うことで、発言態度等

を観察しながら心証形成を行うところ、ビデオリンク方式により画面越しで行うこと

により、心証形成に影響が出るのではないかといった質疑がされた。 

 これについて法務省は、「現行法の下において、証人尋問は公判廷において対面で行

うことが原則とされており、今後もそれ自体は変わらない。」、「証人尋問をビデオリン

ク方式によって行う場合であっても裁判官、裁判員あるいは検察官及び被告人、弁護

人は映像と音声の送受信を通じて証人の供述を聞き、十分な尋問を行ったり心証を形

成することが可能であり、最高裁判所の判例も、ビデオリンク方式の証人尋問を定め

る刑事訴訟法の規定は証人審問権を侵害するものではないと判示している。」旨の答

 
26 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第８号 25 頁（令 7.5.13） 
27 参・附帯項目２参照 
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弁を行った28。 

なお、衆議院法務委員会及び参議院法務委員会において、ビデオリンク方式による 

証人尋問等について、法廷において対面で行われる尋問等に比べて証人の状況を詳し

く観察できない等の指摘があることを踏まえ、証人に対する反対尋問権が実質的に保

障され、裁判所におけるビデオリンク方式の採用の判断が適切に行われるよう、本改

正により追加される要件とその趣旨について周知することとする附帯決議がそれぞれ

付された29。 

 

（４）情報通信技術の進展等に伴って生じる犯罪事象への対処 

（ア）改正の概要 

  本法は、刑法の一部を改正し、電磁的記録をもって作成される文書の信頼を害する行

為を罰する規定を定め、公務員が職務を遂行するに当たり、その職務に使用する電子計

算機を損壊等することで、電子計算機の使用目的に沿った動作をさせない行為等を罰す

る規定を定めるほか、組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（以下「組

織犯罪処罰法」という。）の一部を改正し、新たな形態の財産に対する没収保全の規定を

定めるとともに、犯罪捜査のための通信傍受に関する法律（以下「通信傍受法」という。）

の一部を改正し、通信傍受の対象犯罪を追加することを定めている。 

  公文書として表示されて行使されることとなる電磁的記録の偽造等の行為について、

現行の公文書偽造罪等と同様に処罰することを可能にすることを定めている（新刑法第

155条30）。 

  公務員が、その職務に関し、行使の目的で、虚偽の電磁的記録文書等を作成し、又は

電磁的記録文書等を変造したときは、電磁的記録印章等の有無により区別して新刑法155

条に規定する公電磁的記録文書等偽造等の罪の例によって処罰することを可能にするこ

とを定めている（新刑法第156条）。 

  公務員に対して虚偽の申立てをし、電磁的記録文書等その他の電磁的記録であって、

免状、鑑札又は旅券の全部又は一部として用いられるものに不実の記録をさせた者につ

いて、現行の刑法第157条第２項の罪と同様に処罰する31ことを定めている。 

  偽造等された公電磁的記録文書等を行使し、又は不実の電磁的記録を人の事務処理の

用に供した者は、その電磁的記録文書等の偽造等をしたり、虚偽の電磁的記録文書等を

作成したり、又は不実の記録をさせた者と同一の刑に処することを定めている（新刑法

第158条第１項）。 

  公電磁的記録文書等偽造等の場合と同様、他人の電磁的記録印章等を使用して権利、

義務又は事実証明に関する電磁的記録文書等の偽造等をした者を、私電磁的記録文書等

 
28 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 24 頁（令 7.4.24） 
29 衆・附帯項目２及び参・附帯項目３を各参照 
30 新刑法第 155 条第１項及び同条第２項の罪の法定刑は、いずれも１年以上 10 年以下の拘禁刑に処すると規

定されている。また、新刑法第 155 条第３項の罪の法定刑は、３年以下の拘禁刑又は 20 万円以下の罰金に処

すると規定されている。 
31 法定刑は、１年以下の拘禁刑又は 20 万円以下の罰金に処すると規定されている。 
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偽造等の罪によって処罰することを定めている（新刑法第159条32）。 

  医師が、公務所に提出すべき電磁的記録文書等であり、診断書、検案書又は死亡証書

の全部又は一部として用いられるものに虚偽の記録をしたときは、現行の刑法第160条

の罪と同様に処罰する33ことを定めている。 

  偽造等された私電磁的記録文書等又は虚偽の記録がされた電磁的記録文書等を行使し

た者は、その電磁的記録文書等の偽造等をしたり、虚偽の記録をした者と同一の刑に処

することを定めている（新刑法第161条第１項）。 

  公務員が職務を遂行するに当たり、その職務に使用する電子計算機の損壊等により、

その電子計算機に使用目的に沿った動作をさせない行為等について、現行の公務執行妨

害罪と同様に処罰することを定めている（新刑法第95条の２34）。 

  特定電子移転財産権の没収の裁判の執行について、刑訴法第490条第２項の規定にか

かわらず、特定電子移転財産権を検察官に移転する方法により行うこととすること及び

特定電子移転財産権の没収保全の方法について定めている（新組織犯罪処罰法第18条の

３及び第30条の２）。 

  通信傍受法の対象犯罪に、財産上の利益を取得する類型の強盗罪（刑法第236条第２

項）、詐欺罪（刑法第246条第２項）及び恐喝罪（刑法第249条第２項）を新たに追加する

ことを定めている（新通信傍受法別表第二第２号ヘ及びト）。 

（イ）国会における主な議論 

  ａ 電磁的記録の偽造に関する罪の創設の趣旨 

電磁的記録をもって作成される文書の偽造等の罪の創設に関する趣旨について、法

務省は、「電磁的記録を偽造する行為等については、現行刑法の下では、電磁的記録は

文書偽造罪等にいう文書には該当しないため、処罰できない場合がある。文書と同様

の機能を営む電磁的記録の社会的信頼を確保する観点から、文書として用いられる電

磁的記録を偽造する行為等について現行の文書偽造罪等と同様の処罰をすることがで

きるようにするために、電磁的記録をもって作成される文書を対象とする電磁的記録

文書等偽造の罪を創設することとなった。」旨の答弁を行った35。 

 なお、衆議院法務委員会及び参議院法務委員会において、電磁的記録文書等偽造罪

の適用に当たっては、虚偽の名義又は内容の電子データによる他人の権利・利益の侵

害に対して厳格に対処できるようにすること、ＳＮＳへの投稿等が過度に広汎に罰せ

られることにより表現の自由が不当に抑制されることのないように留意することとす

る附帯決議がそれぞれ付された36。 

  ｂ 電子計算機損壊等による公務執行妨害罪の創設の趣旨 

 
32 新刑法第 159 条第１項及び同条第２項の罪の法定刑は、いずれも３月以上５年以下の拘禁刑に処すると規定

されている。また、新刑法第 159 条第３項の罪の法定刑は、１年以下の拘禁刑又は 10 万円以下の罰金に処す

ると規定されている。 
33 法定刑は、３年以下の拘禁刑又は 30 万円以下の罰金に処すると規定されている。 
34 新刑法第 95 条の２の罪の法定刑は、３年以下の拘禁刑又は 50 万円以下の罰金に処すると規定されている。 
35 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第９号 12 頁（令 7.5.15） 
36 衆・附帯項目９及び参・附帯項目 12 を各参照 
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   電子計算機損壊等による公務執行妨害の罪の創設に関する趣旨について、法務省は、

「現行の公務執行妨害罪は、公務員が職務を執行するに当たり、暴行又は脅迫を加え

る行為を対象としているため、公務員が職務に使用する電子計算機の動作を妨げる行

為をしたとしても、当該公務員に対する暴行、脅迫に当たらない限り、同罪による処

罰の対象とはならない。」、「公務を適切に保護する観点から、電子計算機損壊等公務執

行妨害の罪を新設し、公務員が職務を執行するに当たり、その職務に使用する電子計

算機を損壊したり、電子計算機に虚偽の情報や不正な指令を与えることなどする方法

により、その電子計算機に使用目的に沿った動作をさせない行為等について、現行の

公務執行妨害罪と同様に処罰することとした。」旨の答弁を行った37。 

  ｃ 通信傍受の対象犯罪の追加 

   通信傍受を実施することができる犯罪の対象範囲に、強盗罪、詐欺罪及び恐喝罪に

おける財産上不法の利益を得る２項犯罪が追加されたことに関する質疑があった。 

 これについて法務省は、「いわゆる一項犯罪というものが追加された当時において

は、現金等の財物を取得する類型の特殊詐欺による被害が極めて深刻な状況で、一般 

国民にとって重大な脅威となっており、通信傍受以外の捜査手法によっては背後関係

を含む事案の解明が極めて困難であったため、そのような類型の詐欺罪等が通信傍受

の対象犯罪として追加された一方、財産上の利益を取得する類型の詐欺等については、

その種事案が多発していて国民一般の脅威となっているという状況までは言い難かっ

たために、対象犯罪としては追加されなかった。」、「近時、特殊詐欺の形が大分変わり、

電子決済の普及に伴って、被害者に電子マネーを購入させて、そのＩＤを犯人側に伝

達させるなどしてこれをだまし取るといった、財産上の利益を取得する類型の詐欺等

の事犯がかなり多くなってきているとともに、被害者に暴行、脅迫を加えて、犯罪グ

ループが用意したコインアドレスに暗号資産を移転させるなどして財産上の利益を取

得する類型の集団強盗事件なども発生している犯罪情勢を踏まえ、財産上の利益を取

得する類型の詐欺罪等は、現金等の財物を取得する類型の詐欺罪等と比較して、犯罪

の重大性においても、また通信傍受の現実的な必要性、有用性の点においても差がな

いと考えられ、今回、対象犯罪に加えることとした。」旨の答弁を行った38。 

 

（５）衆議院修正 

ア 秘密保持命令の期間 

（ア）改正の概要 

 検察官等が電磁的記録提供命令を受ける者に対して行う、みだりに電磁的記録提供命

令を受けたこと等を漏らしてはならない旨の命令（秘密保持命令）については、１年を

超えない期間を定めて行うことを定めている（新刑訴法第 218 条第３項）。 

（イ）国会における主な議論 

  電磁的記録提供命令に係る秘密保持命令に関し、衆議院における修正により、期間の

 
37 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第９号 12 頁（令 7.5.15） 
38 第 217 回国会衆議院法務委員会議録第７号７～８頁（令 7.4.1） 
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上限を設けた趣旨及び当該期間を１年を超えない期間とした趣旨とその理由について質

疑がされた。 

  これについて修正案提出者は、「捜査の実務上、秘密保持命令の必要がなくなったとき

に速やかに取り消すという運用を徹底することは難しいと考えたことから、まずは一定

の期間、制限を置くこととし、秘密保持命令は、１年以内で定められた期間が経過する

ことにより当然にその効力を失う。」、「上限を１年とした趣旨は、電磁的記録提供命令や

秘密保持命令が犯罪捜査の初期段階から利用されるものであること、ドイツにおける類

似の立法例では６か月であったこと等を踏まえ、捜査への支障とのバランスを考慮した。」

旨の答弁を行った39。 

  なお、衆議院法務委員会及び参議院法務委員会において、電磁的記録提供命令に係る

秘密保持命令を発するに当たっては、必要な限度で期間を定めるとともに、その必要が

なくなった場合には、捜査機関において、期間経過前であっても速やかにこれを取り消

す運用とするよう関係者へ周知することとする附帯決議がそれぞれ付された40。 

 

イ 電磁的記録提供命令等における留意事項 

（ア）改正の概要 

電磁的記録提供命令により電磁的記録を提供させ、又は電磁的記録に係る記録媒体を

押収するに当たっては、デジタル社会において個人情報の保護がより重要となっている

ことに鑑み、できる限り被告事件又は被疑事件と関連性を有しない個人情報を取得する

こととならないよう、特に留意しなければならないことを定めている（本改正法附則第

40 条）。 

（イ）国会における主な議論 

  本改正附則第40条が追加されたことによる法務当局の受け止めや、電磁的記録提供命

令を受けた事業者が被告事件又は被疑事件と関連性の薄い情報まで捜査機関に提供して

しまう懸念について質疑がされた。 

  これについて法務省は、「裁判官が発する令状に提供させるべき電磁的記録や差し押

さえるべき電磁的記録を記載、記録する際や警察官等が実際に電磁的記録媒体の押収を

行う際、できる限り被疑事件等と関連性のない個人情報を取得することとならないよう

に十分吟味することを求める趣旨の規定であり、電磁的記録提供命令や差押え等の適正

な運用に資する。」、「何が関連性が薄いのかということも通常の場合は判断が付きにく

いと思われるため、最初に捜査機関が請求し、かつ裁判官が出す令状にこういうものと

いう形で具体的に特定されることにより、その物を出せばいいということが分かるよう

になっており、それを出せば足りるという運用が通常なされていくと理解している。」旨

の答弁を行った41。 

  なお、衆議院法務委員会において、電磁的記録提供命令制度の運用に当たっては、対

 
39 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号６頁（令 7.4.24） 
40 衆・附帯項目５及び参・附帯項目６を各参照 
41 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号 22～23 頁（令 7.4.24） 
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象となる電磁的記録について、できる限り特定して令状の請求が行われること、犯罪事

実と関連性のない個人情報ができる限り収集されることのないように適切に令状審査が

行われるよう、制度の内容及び趣旨を関係者へ周知すること、収集された情報が個人の

重要なプライバシー情報等を含み得ることに十分留意し、定められた規定に基づく消去

を含め、適正かつ厳重な管理を行うことについて附帯決議が付された42ところ、参議院法

務委員会では上記に加え、対象となる電磁的記録について犯罪事実との関連性が認めら

れるものをできる限り具体的に特定すること、電磁的記録の特性に着目した個人情報保

護を適切に行うための情報の保管及び管理の在り方を検討することとする附帯決議が付

された43。 

 

ウ 映像等の送受信による通話に係る取組の推進 

（ア）改正の概要 

政府は、被告人又は被疑者（以下「被告人等」という。）にとって、弁護人又は弁護人

となろうとする者（以下「弁護人等」という。）の援助を受けることが重要であることに

鑑み、刑事訴訟法第 39 条第１項の規定による接見のほかに、身体の拘束を受けている被

告人等と弁護人等との間における映像と音声の送受信による通話を可能とするための運

用上の措置について、地域の実情を踏まえ、被告人等と弁護人等との間の秘密の確保に

配慮するとともに不正行為等の防止に万全を期しつつ、必要な取組を推進することを定

めている（本改正法附則第 41 条）。 

（イ）国会における主な議論 

  オンラインによる外部交通について、今後の環境整備や対象地域の拡大についての方

針に関する質疑があった。 

  これについて法務大臣は、「実務的な運用上の措置として行っているオンラインによ

る外部交通について、弾力的にその実施を拡大していくべく、現在、関係機関及び日本

弁護士連合会との間で協議を実施し、その結果を踏まえて、令和７年度のオンラインに

よる外部交通を実施するための環境整備経費を計上しており、今後も予算の獲得に努め、

各地域の実情に応じて順次拡大する方針である。」旨の答弁を行った44。また、法務省は、

「拡大の対象となる地域について、日本弁護士連合会や関係機関と協議の上、被告人等

が収容されている刑事施設等が遠方の地域や、管内の弁護士数が少なく、遠隔地の弁護

士が受任せざるを得ない地域など、必要性の高い地域から選定することとしている。」旨

の答弁を行った45。 

  なお、衆議院法務委員会及び参議院法務委員会において、現在実施されているテレビ

電話を含む電話による外部交通制度・電話連絡制度に関しては、一層の秘密の保持や、

手続の円滑化、対象地域の拡大、映像と音声の送受信による方法への切換等の検討を進

 
42 衆・附帯項目３参照 
43 参・附帯項目４参照 
44 第 217 回国会衆議院法務委員会議録第７号 11～12 頁（令 7.4.1） 
45 第 217 回国会衆議院法務委員会議録第７号 20 頁（令 7.4.1） 
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めることとする附帯決議がそれぞれ付された46。 

 

（６）いわゆるオンライン接見 

憲法第39条第１項に規定する被告人等の接見交通権を保障するべく、いわゆるアクセス

ポイント方式47によるオンライン接見の法制化実現の必要性に関する質疑があった。 

これについて法務省は、「アクセスポイント方式によるオンライン接見について、全ての

刑事施設等でオンライン接見を実現できる見通しが立たないのに権利化してしまうと、大

部分の施設において被疑者等が法律上認められた権利を行使できなくなるという状態が長

期にわたって続くことになるというような指摘がなされたこと等を踏まえ、本法律案では

権利として規定することはしないものの、オンライン接見の法制化については、オンライ

ンによる外部交通に係る取組の進捗状況も見ながら検討を行っていく。」旨の答弁を行っ

た48。また、法務大臣は、「必要性が高いところは実際あるので、日本弁護士連合会等を通

じ、各支部も含め、実情をしっかりと把握して、きちんとした対応をしていきたい。」旨の

答弁を行った49。 

なお、衆議院法務委員会において、身体拘束を受けている被疑者又は被告人にとって弁

護人又は弁護人となろうとする者の援助を受ける権利が重要であることから、アクセスポ

イント方式によるオンライン接見についての環境整備を進めるとともに、その進捗状況に

応じて法制化の必要性について検討を行うことについて附帯決議が付された50ところ、参

議院法務委員会では上記に加え、オンライン接見の必要性の高い地域からできる限り速や

かに環境整備を進め、被疑者又は被告人が弁護人又は弁護人となろうとする者から援助を

受けられるよう配意するとともに、オンライン接見法制化の必要性についての検討を本法

施行後３年を目途に行うこととする附帯決議が付された51。 

 

（７）その他 

 刑事手続のデジタル化に必要となるシステムを構築するに当たって、個人情報の流出等

のリスクに対する対処をどのように考えるかに関する質疑がされた。 

 これについて法務省は、「刑事手続のデジタル化を実現するための新たなシステムにつ

いて、機微な情報を取り扱い、犯罪事象への迅速な対応が常に求められるという刑事手続

の特性に鑑み、高い情報セキュリティーの確保を前提に、警察庁や最高裁判所等の関係機

関及び設計開発業者と緊密に連携し、日本弁護士連合会とも協議を行いつつ検討を進めて

いる。」52、「機微情報へのアクセス制限や、刑事手続専用の閉域回線を通じて警察及び裁判

 
46 衆・附帯項目１及び参・附帯項目１を各参照 
47 例えば、収容先の拘置所等とビデオリンク方式によって接続されている検察庁や法テラスなどのアクセスポ

イントに弁護人が赴き、その職員等による本人確認や不正使用され得る電子機器の持込みがないことの確認

等を経た上で行う方式をいう。 
48 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第８号 13 頁（令 7.5.13） 
49 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第６号９頁（令 7.4.24） 
50 衆・附帯項目１参照 
51 参・附帯項目１参照 
52 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第８号 12 頁（令 7.5.13） 
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所とデータを送受信することを含め、情報セキュリティー対策に万全を期すべく検討を進

めており、万が一にも情報の流出等によって関係者の権利利益が侵害されることがないよ

う、万全を期する。」53旨の答弁を行った。 

 なお、衆議院法務委員会及び参議院法務委員会において、法改正の施行に必要となるシ

ステムを構築するに当たり、サイバー攻撃等により捜査・公判で用いられる個人情報の流

出が生じることのないよう、厳格なセキュリティ基準を確保することや、システム障害時

にも司法手続を継続できる体制の整備に努めること等とする附帯決議がそれぞれ付され

た 

54。 

 

５．おわりに 

 本法案の国会論議により、様々な課題が浮き彫りとなった。特に、電磁的記録提供命令

については、事件と関連性のない個人情報を収集することへの懸念、対象範囲を特定する

必要性、秘密保持命令により情報主体の不服申立ての機会が侵害されるおそれ、収集され

た電磁的記録の利用目的の規制の必要性、保管の在り方等、多くの時間を費やして議論が

なされた。 

 政府及び最高裁判所には、国会での論議を踏まえ、本法の施行に当たり、電磁的記録提

供命令に関する事項を始めとした附帯決議の各事項について格段の配慮を行い、もって、

個人情報保護の確保、被疑者及び被告人の防御権の確保等を行うことが求められている。 

 

（こやま よしひと、ないとう しゅんすけ） 

 

 
53 第 217 回国会参議院法務委員会会議録第８号 14～15 頁（令 7.5.13） 
54 衆・附帯項目 10 及び参・附帯項目 13 を各参照 


